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論  文  内  容  の  要  旨  

氏  名  （  二 階 堂  竜 司  ）  

論文題名 河口砂州と砂丘の津波減勢効果に関する研究 

論文内容の要旨 

2011年東北地方太平洋沖地震津波による災害では，最大クラスの津波に対して施設だけで完全に防護することが困

難であり，ハード・ソフト施策を組み合わせた多重防御の重要性が再認識された．防災施設以外にも津波減勢効果を

有する自然地形として河口砂州と砂丘があり，既往津波災害においても津波水位の低減等の減勢効果が確認されてい

る．しかし，津波越流に伴う河口砂州・砂丘の侵食メカニズムおよびその評価法が確立されていないことから，これ

までこれらの自然地形による津波減勢効果を扱った研究は十分に行われていない． 

本論文は，河口砂州および砂丘が有する津波減勢効果を明らかにするため，文献調査，水理模型実験，現地データ

に基づく実態分析および数値シミュレーションを実施し，それらの研究成果をまとめたものである．本論文は，次の6

章で構成される． 

第1章は序論で，本研究の背景，目的，構成等について述べた． 

第2章では，自然・地域インフラに関する津波減災効果，河口砂州・砂丘の津波減勢効果および津波移動床計算モデ

ルに関する既往研究を整理したうえで，本研究の特色について述べた． 

第3章では，津波減災効果が期待できる自然・地域インフラの全国事例を収集・分類し，自然・地域インフラの全体

像を明らかにした．本研究で対象としている河口砂州および砂丘は，堤体背後での津波減勢効果が期待できる自然イ

ンフラであることがわかった． 

第4章では，青森県から千葉県の広域を対象に，2011年の東北地方太平洋沖地震津波による河口砂州の侵食実態を分

析し，津波越流水深が約2m以上になると河口砂州の6割程度以上が水面下まで侵食することがわかった．越流水深2mは

設計津波（L1津波）でも発生しうる規模であり，実務における河川の施設計画や被害想定の検討時には河口砂州の侵

食に留意する必要性を示した．河口砂州の津波減勢効果を評価するための津波シミュレーションモデル構築において，

(1)湾曲した河川では，河道形状に適合した一般座標系格子を用いることで津波水位の再現精度を向上できること，(2)

浮遊砂の巻き上げ量に影響を与える飽和浮遊砂濃度は，一定値と流況による可変値の大きい方を採用することで河口

砂州および海域の地形変化を良く再現できることを示した．構築した津波シミュレーションモデルを用いた河口砂州

の津波減勢効果を把握するための数値実験では，利根川と阿武隈川をケーススタディの対象河川とし，河口砂州が存

在する場合は，津波水位・流速等の低減，浸水範囲の減少，津波到達時間の遅延が期待できることを定量的に示した．

第5章では，循環水槽とダムブレイク型造波水槽を用いた水理模型実験から，津波越流による砂丘の侵食特性を分析

した．津波越流時には津波の流況に応じて侵食位置および侵食量が変化し，堤体裏法側だけでなく堤体表法側の侵食

が生じることを見出した．堤体の天端高さ低下速度の予測式は，土の侵食速度算定に一般的に用いられているシール

ズ数を用いた方法に加え，計測しやすい諸元の越流水深を用いて，その累乗で表現できる可能性を示した．また，ダ

ムブレイク型造波水槽による砂丘の侵食実験の再現計算から，津波シミュレーションモデルの地形変化の適用性を検

討したところ，堤体表法側の侵食の再現に課題があるものの侵食面積は概ね再現できることがわかった．中田島砂丘

周辺をケーススタディの対象地域とし，構築した津波シミュレーションモデルを用いて砂丘の津波減勢効果を把握す

るための数値実験を実施した．砂丘が存在することにより砂丘岸側の津波水位・浸水深・流速・流体力の低減，浸水

面積の減少，津波到達時間の遅延が期待できることを定量的に示した．砂丘の堤体幅拡幅や植生被覆により砂丘の耐

侵食性を向上させた場合には，砂丘の侵食量低減および砂丘岸側の津波被害軽減が期待できる一方，砂丘沖側の津波

水位等の増大を招くため，砂丘の補強は対象地域の資産や土地利用の状況等を勘案する必要があることを示した．ま

た，地形変化を考慮しない手法（固定床計算）では，地形変化を考慮する手法（移動床計算）と比べて，浸水深等の

津波被害を過小に評価する可能性を示した． 

第6章では，本研究から得られた成果を結論としてまとめた． 
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論文審査の結果の要旨	
 

	
 本論文は、河口砂州および砂丘が有する津波減勢効果を明らかにするため、文献調査、水理模型実験、現地データ

の分析および数値シミュレーションを実施し、その研究成果をまとめたものであり、以下の 6章で構成される。	
 

	
 第１章では、本研究の背景、目的および構成を述べている。	
 

	
 第２章では、自然・地域インフラに関する津波減災効果、河口砂州・砂丘の津波減勢効果、および津波移動床計算

モデルに関する既往研究を整理したうえで、本研究の特色について述べている。	
 

	
 第３章では、津波減災効果が期待できる自然・地域インフラの全国事例を収集・分類し、それらの全体像を明らか

にするとともに、河口砂州および砂丘は津波減勢効果が期待できる自然インフラであることを示している。	
 

	
 第４章では、東北地方太平洋沖地震津波による河口砂州の侵食実態を分析し、津波越流水深が約 2m 以上になると河

口砂州の 6 割程度以上が水面下まで侵食することを示している。さらに、河口砂州の津波減勢効果を評価するための

津波シミュレーションモデル構築において、(1)湾曲した河川では、河道形状に適合した一般座標系格子を用いること

で津波水位の再現精度を向上できること、(2)浮遊砂の巻き上げ量に影響を与える飽和浮遊砂濃度は、一定値と流況に

よる可変値の大きい方を採用することで河口砂州および海域の地形変化を良く再現できることを示している。構築し

た津波シミュレーションモデルを用いて利根川と阿武隈川をケーススタディとした数値計算を実施し、河口砂州が存

在する場合は、津波水位・流速等の低減、浸水範囲の減少、津波到達時間の遅延が期待できることを示している。	
 

	
 第５章では、循環水槽とダムブレイク型造波水槽を用いた水理模型実験により、津波越流による砂丘の侵食特性を

分析している。津波越流時には流況に応じて侵食位置および侵食量が変化し、堤体裏法側だけでなく堤体表法側の侵

食が生じることが示されている。堤体の天端高さ低下速度の予測式は、土の侵食速度算定に一般的に用いられている

シールズ数を用いた算定式に加え、越流水深を用いた実用的な算定式を示している。また、ダムブレイク型造波水槽

による砂丘の侵食実験の再現計算から、津波シミュレーションモデルの適用性を検討し、侵食面積が概ね再現できる

ことを示している。さらに，中田島砂丘周辺を対象地域とし、構築した津波シミュレーションモデルを用いて、砂丘

の津波減勢効果を把握するための数値実験を実施し、砂丘が存在することにより砂丘岸側の津波水位・浸水深・流速・

流体力の低減、浸水面積の減少、津波到達時間の遅延が期待できることを定量的に示している。砂丘の拡幅や植生被

覆により砂丘の耐侵食性を向上させた場合には、砂丘の侵食量低減および砂丘岸側の津波被害軽減が期待できる一方、

砂丘沖側の津波水位等の増大を招くことが示されている。また、地形変化を考慮しない固定床の計算では、地形変化

を考慮する移動床計算に比べて、浸水深等の津波被害を過小評価する可能性があることが示されている。	
 

	
 第６章では、本研究で得られた成果を結論としてまとめている。	
 

	
 以上のように、本論文は、津波減勢効果が期待される自然地形のうち河口砂州と砂丘を取り上げ、津波越流に伴う

河口砂州・砂丘の侵食メカニズムおよびその評価法を提案するとともに、それらの津波減勢効果を定量化しており、

今後の津波防災対策に対して有用な知見を得ている。	
 

	
 よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。	
 


